証明写真機設置事業者募集要項
長野市では、行政財産の余裕がある部分の有効な活用を図るため、証明写真機の設置場所として、一般競争入札により下記物件の貸付けを行います。
証明写真機設置事業者（以下｢設置者｣という。）の入札に参加される方は、この募集要項をよく読み、次の各事項をご承知の上、お申込みください。
１ 入札に付する事項
(1) 貸付けを行う物件

	件　　名
	証明写真機の設置に係る行政財産の貸付け

	行政財産の名称
	長野市役所第一庁舎

	所　在　地
	長野市大字鶴賀緑町1613番地

	設　置　場　所
	２階市民窓口課東側通路

	貸　付　面　積
	1.5㎡（ 1.5ｍ×１ｍ）

	位置図及び配置図
	別紙のとおり

	摘　　要
	デジタル証明写真機


※１　貸付箇所等詳細は、別紙「位置図・配置図」を参照してください。
(2) 貸付期間
貸付期間は、令和６年11月１日から令和９年10月31日までとします。
なお、期間の延長及び更新はできません。
(3) 貸付料
一年間の貸付料は、入札により決定した金額に100分の110を乗じて得た額とします。

なお、１円未満に端数が生じた場合はこれを切捨てます。
但し、消費税率が改定された場合は、改定後の税率により算出することとします。
貸付料は、毎年度、契約の定めるところにより、原則として、各年度の貸付期間の初日から30日以内に当該年度の貸付料を一括納付していただきます。

(4) 必要経費等

別紙「仕様書」のとおりとします。

(5) 証明写真機の仕様及び管理運営上の遵守事項

別紙「仕様書」のとおりとします。

２ 長野市物品・製造等競争入札参加資格者名簿への登録
一般競争入札へ参加される場合は、長野市物品・製造等競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）へ登録が必要となります。
新たに、入札参加申込を希望する場合は、契約課で毎年１月頃行う登録期間内での登録となります。なお、１月に新規で登録しても、入札に参加できるのは次の年度（同年）の６月頃からとなりますのでご承知おきください。
３ 一般競争入札参加者資格条件
(1) 市の資格者名簿に登録されていること。

(2) 証明写真機の設置業務において、自ら管理・運営した３年以上の実績を有すること。

(3) 法人にあっては、市内に本店、支店又は営業所を有し、個人にあっては、市内に住所を有すること。
(4) 市税を滞納していないこと。

４ 一般競争入札参加申込
(1) 関係書類の配布（受付）期間及び配布（受付）場所
	申込書等の配布期間
及び受付期間
	令和６年９月17日（火）から令和６年10月１日（火）
※土･日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く
午前９時から午後５時15分

	配布・受付場所
（提出先）
	トイーゴマイナンバーカードセンター
（ＴＯｉＧＯ　ＷＥＳＴ２階）


(2) 提出書類（提出部数各１部）

	提出書類
	備考

	①
	証明写真機設置事業者入札参加申込書（別紙１）
	①②③の書類は、資格者名簿登録時に使用印鑑届の使用印欄に押印した印鑑を使用してください。

④、⑤の書類は、写しでも可とします。⑤が写しの場合はカラーコピーとします。

	②
	誓約書（別紙２）
	

	③
	業務実績書・サービス拠点申告書（別紙３）
	

	④
	市税に関する納税証明書（入札参加申込日前１箇月以内発行の「未納がない証明」）（別紙４）
	

	⑤
	設置する証明写真機の資料（カタログ等）
	


(3) 書類提出方法
申込書等の受付期間内に、関係書類を上記受付場所へ持参して提出してください。（郵送、電話、ファクシミリ、インターネットによる受付は行いません。）
(4) 入札資格の確認
入札参加申込受付後、入札参加資格の有無について確認し、その結果を入札参加申込者へ入札参加確認通知書で通知します。提出書類の審査の結果、資格要件を満たしていない場合は入札に参加することができません。
なお、設置予定の証明写真機が仕様に適合しないと認められる場合は、入札参加申込者に対し、機種変更を指示する場合があります。

(5) 入札参加申込みの無効又は失格
次の事項のいずれかに該当する場合には、入札参加申込みを無効又は失格とします。
① 申込書等の提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき。
② 申込書等に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。

③ 申込書等に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。

④ 申込書等に虚偽の内容が記載されているとき。

⑤ その他、不適当と認められるとき。
５ 入札及び開札
(1) 入札及び開札の日時・場所

	入札及び開札日時
	令和６年10月18日（金）午前10時から

受付　午前９時30分から

	入札及び開札場所
	トイーゴマイナンバーカードセンター　会議スペース


※入札当日、悪天候等により入札を延期することがありますので、事前に問い合わせ先に確認してください。
(2) 入札当日の持ち物
　　　① 入札書（別紙５）

　　　② 委任状（別紙６）（代理人が入札する場合。）

　　　③ 印鑑（資格者名簿登録時に使用印鑑届の使用印欄に押印した印鑑。）

(3) 入札保証金

　　入札保証金（最高入札金額の100分の５以上に相当する金額）の全部を免除します。

ただし、契約を締結しない場合には、入札保証金と同額の違約金を納付していただきます。

(4) 入札実施方法等
① 入札は、入札書（別紙５）に必要事項を記載して、記名押印（資格者名簿登録時に使用印鑑届の使用印欄に押印した印鑑）の上、入札当日に、入札者又はその代理人が直接入札箱に投函してください（郵送による入札は認めません。）。
② 入札書は、黒インク等消えにくいもので明確に表示し、誤記又は脱字のため加除したときは、その箇所に押印してください。ただし、金額の訂正は認めません。

③ 入札書に記載する金額は、貸付期間中の年額とし、消費税等相当額を除いた金額を記載してください。

④ 代理人が入札する場合は、委任状（別紙６）が必要です。委任状の提出がない代理人の入札は、無効となります。

代理人は、入札書に住所・氏名を記入し、委任状の代理人使用印を押印の上、委任状と併せて入札箱に投函してください。
(5) 無効な入札

次のいずれかに該当する入札は無効とします。

① 公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者が入札したとき。

② 入札者が法令の規定に違反したとき。
③ 入札者が連合して入札したとき。

④ 入札者が入札に際して不正行為をしたとき。

⑤ 入札者が他人の代理を兼ね、又は２人以上の代理をしたとき。

⑥ 同一人が２件以上の入札をしたとき。

⑦ 入札書に記名又は資格者名簿への登録時に届け出た使用印の押印がないとき。
その他必要な記載事項を確認できないとき。
⑧ 代理人が入札する場合において、入札書に代理人の記名又は押印がないとき。

⑨ 入札書の金額が訂正されているとき。
⑩ 入札者が、提出した入札書の引換又は撤回をしたとき。

(6) 開札

開札は入札後直ちに、入札者立ち会いのもとに行います。

なお、入札者が開札に立ち会わないときは、この入札事務に関係のない職員を立ち会わせます。
1 開札した結果、落札者があるときは、その者の氏名（法人の場合はその名称）及び金額を、落札者がないときは、その旨を開札に立ち会った者に知らせます。

② 落札者となるべき同価格の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに、この入札者でくじ引により、落札者を決定します。

この場合、くじを引かない者があるときは、これに代えて、この入札事務に関係のない市職員がくじ引きをします。

③ １回目の入札で落札しない場合には、再度入札を行います。

④ 再度入札をしてもなお予定価格以上の入札がないときは、後日入札のやり直しといたします。
 (7) 落札者の決定

市が前もって設定した予定価格以上の価格で、最高の価格をもって入札した者を落札者とします。
(8) 落札者の公表
入札に関する情報（落札額及び落札者の氏名（法人の場合は法人名））については、長野市公式ホームページに掲載し公表します。
(9) 落札者の取消
次のいずれかに該当する場合は、落札者としての決定を取り消す場合があります。
① 正当な理由なくして、指定する期日までに契約の手続きを行わなかったとき。

② 落札者が入札参加者としての資格を失ったとき。

③ 落札者が本件の相手方として不適当と認められる場合。

(10) 入札の延期又は中止

天災地変、その他やむを得ない事由で入札を公正に執行することができないと認められるときは、入札の執行若しくは開札を延期、又は中止することがあります。

この場合の入札者が要した費用は、入札者の負担とします。

６ 契約
(1) 契約の締結

① 落札決定日から７日以内（令和６年10月25日（金）まで）に、市有財産賃貸借契約書により契約を締結しなければなりません。
② 賃貸借契約は、市が落札者とともに市有財産賃貸借契約書に記名押印したときに確定します。
③ 契約に要する費用は、落札者の負担とします。
(2) 契約保証金

① 落札者は、契約締結時に契約金額の100分の10以上の契約保証金を市に納付しなければなりません。
② 契約保証金は、貸付料等の納付が遅延した場合においてこれに充当するほか、貸付けに伴う一切の損害賠償に充当します。
③ 契約保証金は、契約期間が満了し、貸付物件の原状回復及び光熱水費の納付を確認後、借受人（落札者）の請求に基づき返還します。
④ 契約保証金は、その受入期間について利息はつけません。
(3) 契約の解除

次に該当する場合、市は賃貸借契約の解除ができるものとします。
① 市が、施設管理運営上必要と認めるとき。
② 市が指定する納期限後３箇月以上経過してもなお貸付料等の料金が納付されないとき。
③ 設置者が入札参加資格等を失ったとき。
④ 誓約書に反する事実が判明したとき。
⑤ 設置者が証明写真機の管理運営に支障があると市長が認めたとき。
７ 問い合わせ
長野市大字鶴賀問御所町1271‐3　ＴＯｉＧＯ　ＷＥＳＴ２階
長野市総務部マイナンバー課　トイーゴマイナンバーカードセンター
担当　萱間・小林
電話　０２６－２３２－３６００（直通）　
ＦＡＸ　０２６－２３２－３６１１
電子メール　myna@city.nagano.lg.jp
８ その他
現地（設置箇所）確認
設置箇所は、開庁時間（土・日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く午前８時30分から午後５時15分）に長野市役所マイナンバー課へ申し出後、確認することができます。
また、入札参加予定者を対象とした現場説明会等は予定しておりませんので、ご自身で入札物件を確認し、現況を熟知した上で入札してください。
証明写真機の機種によっては、メンテナンスのための扉の開閉等に支障がある場合もありますので、支障がないか入札参加申込みまでに設置場所の確認をしてください。

付　記
本要項に定めのない事項は、地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）、長野市財務規則（平成６年長野市規則第３号）、長野市契約規則（昭和60年長野市契約規則４号）及び長野市の指示によることとします。
≪参考データ≫
（今後の売上を保証するものではありません。）
令和３年利用人数月平均　191人／月

令和４年利用人数月平均　320人／月
令和５年利用人数月平均　 68人／月
仕 様 書
１ 証明写真機の仕様
(1) 形状
証明写真機は、別紙「位置図･配置図」において示す設置箇所の貸付対象範囲を超えない範囲の大きさとすること。
(2) 機能
1 　廃液・臭気等を伴わないデジタル方式を採用しカラー対応のもの。
2 　1,000 円札紙幣（新・旧）、500 円硬貨（新・旧）、100 円硬貨の利用ができる
　こと。
　　③　日本語、英語、中国語、韓国語、スペイン・ポルトガル語の言語対応があること。
　　④　音声案内機能があること。

　　⑤　１回以上の取り直し機能があること。

　　⑥　位置サイズ調整機能が備わっていること。

　　⑦　マイナンバーカードのオンライン申請機能が備わっていること。
　　⑧　市民がマイナンバーカードのオンライン申請をする場合に限り、無料クーポン等を使用し無料で申請できるようにする。後日その分の費用を市へ請求する。
⑨　省電力やノンフロン対応など、環境負荷を低減した証明写真機の設置に努めること。
(3) 販売物

①　写真の種類
　　　　証明写真の種類は、履歴書・特別在留者証明書用（40*30mm）運転免許証用（30*24mm）パスポート・個人番号カード用（45*35mm）大判（70*50mm）に対応し得る物を備え、ほか任意とする。
　　　②　販売価格

　　　　市場価格に準じ、適正な価格で提供すること。
２ 証明写真機の設置及び管理・運営上の遵守事項等
(1) 設置
① 証明写真機の設置に当たっては、据付面を十分に確認した上で、地震や悪戯による転倒防止等の安全対策として、ＪＩＳ規格を遵守した措置を講ずること。
　 また、業界自主基準も参考に安全対策に努めること。
② 動作確認など初期稼動に関する点検・テストは証明写真機設置者が行うこと。
(2) 管理運営上の遵守事項
① 商品の補充、売上金の回収、釣り銭の補充等は設置者の責任において行うとともに、常に適切な在庫・補充管理を行うこと。
3 定期的に点検等保守業務を行い維持に努めるほか、証明写真機の故障、問い合わせ及び苦情等については設置者の責任において対応するとともに、本体に連絡先及び営業時間を分かりやすい場所に明記すること。

③ 商品の搬入・搬出、廃棄物の搬出及びメンテナンス等を行う時間及び経路については、長野市の指示に従うこと。
④ デザインは、公序良俗に反しないものとし、著しく華美なものでないこと。
⑤ 長野市が承認した場合を除き、証明写真機で販売する商品に関係のない広告等を表示しないこと。
⑥ 物件ごとに月別売上件数、売上金額を集計し、長野市が指定する期限までに報告すること。

⑦ 証明写真機を設置及び管理・運営する権利を第三者に譲渡、転貸又はこれらに類する行為をすることはできない。
⑧ 証明写真機を設置及び管理・運営する権利を担保にすることはできない。
　　　以上のことを遵守すること。なお、長野市の責めによることが明らかな場合を除き、盗難事故や破損事故等に関して、長野市は一切の責任を負わない。
３ 必要経費等

証明写真機の設置及び撤去に要する費用、移転費及び維持管理費その他必要とされる一切の経費は、設置者の負担とする。

なお、証明写真機の運転に必要な光熱水費は、貸付時に設置者により設置する子メーターの計測値から算出した額を、長野市が発行する納入通知書により、指定する期限までに納付すること。
４ 原状回復
設置者は、契約期間が満了又は契約が取り消された場合は速やかに原状回復すること。
なお、原状回復に際し、設置者は一切の補償を長野市に請求することができない。
５ 設置及び管理運営業務責任者の届出

　　設置及び管理運営業務責任者届出書（別紙７）を契約締結時に届け出ること。
６ 売上状況等の報告
本件賃貸借に係る証明写真機の売上状況を、下記のとおり、証明写真機売上実績報告書（別紙８）により報告すること。
(1) 報告内容

所在地、行政財産の名称、貸付面積の表記及び月ごとの種類別売上件数及び金額
(2) 報告期限
	区分
	報告期限

	 ４月分から ６月分
	 ８月１日

	 ７月分から ９月分
	11月１日

	10月分から12月分
	 ２月１日

	 １月分から ３月分
	 ５月１日
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